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平成２１年１０月１５日

  
平成２２年度予算概算要求について 

（厚生労働省） 
 

＜一般会計＞ 

平成２２年度概算要求        ２８８，８９４億円 

平成２２年度概算要求額（８月要求額）   ２６４，１３３億円 

対８月要求増減額             ２４，７６１億円 

平成２１年度予算額            ２５１，５６８億円 

対前年度増減額              ３７，３２５億円 

 

＜特別会計＞ 

平成２２年度概算要求額       ８１４，１３９億円 

平成２２年度概算要求額（８月要求額）   ８１７，３２０億円 

対８月要求増減額             ▲３，１８１億円 

平成２１年度予算額            ８００，０８０億円 

 対前年度増減額              １４，０６０億円 

 

＜財政投融資＞ 

平成２２年度要求額           ４，８９３億円 

平成２２年度要求額（８月要求額）       ５，４１５億円 

対８月要求増減額               ▲５２２億円 

平成２１年度計画額              ５，３６８億円 

 対前年度増減額                ▲４７５億円 
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（特別会計の内訳） 

【労働保険特別会計】 

平成２２年度概算要求                 ４９，０４９億円 

 

平成２２年度概算要求額（８月要求額）        ４８，５８０億円 

対８月要求増減額                    ４６９億円 

平成２１年度予算額                 ３４，４３８億円 

対前年度増減額                  １４，６１１億円 

 

 

【年金特別会計】 

平成２２年度概算要求額               ７６５，０９１億円 

 

平成２２年度概算要求額（８月要求額）       ７６８，７４０億円 

対８月要求増減額                 ▲３，６４９億円 

平成２１年度予算額                ７６３，５９１億円 

対前年度増減額                   １，５００億円 

 

 

 

※ 国立高度専門医療センター特別会計（平成２１年度予算１，５４７億円）及び船員保

険特別会計（平成２１年度予算５０３億円）については、特別会計に関する法律（平成

１９年法律第２３号）附則第６７条の規定に基づき、国立高度専門医療センター特別会

計は平成２１年度の末日、船員保険特別会計は日本年金機構法（平成１９年法律第１０

９号）の施行の日の前日までの期間に限り設置することとされているため、平成２２年

度予算の概算要求は行わない。 

 

※ 計数については、整理上、変動があり得る。 
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（主な新規要求事項）           
 

１．子ども手当の創設等                ２１，２７９億円 

・ 中学校修了までの子ども１人当たり月額１万３０００円の子ども手当を支

給する（１０月／１２月分を計上。2２，５５４億円）。 

また、児童手当制度の廃止に伴い、同手当の国庫負担（2,066 億円）を削

減するとともに、事務費を一般会計で要求。 

なお、児童育成事業に相当する事業についても、一般会計に振り替えた上

で事項要求。 

※ 事業主負担や地方公共団体の負担、児童育成事業など制度のあり方や経

費の取り扱いについては、予算編成過程において検討する。 

 

２．年金記録問題への対応                  １，７７９億円 

 ・ コンピュータ記録と紙台帳の全件照合など年金記録問題への対応を「国家

プロジェクト」と位置づけ、平成２２・２３年度の２年間に集中的に実施す

る。 

 

３．雇用保険制度の見直し                 ２，６８１億円 

  ① 雇用保険の適用範囲の見直し              ２３４億円 

・ 非正規労働者に雇用保険の適用範囲を拡大することに伴い増加する失業

等給付に係る国庫負担。 

  ② 国庫負担を法律の本則 25%に戻す           ２，４０７億円 

・ 現在、給付費の 13.75%とされている雇用保険の国庫負担について、本

来の負担割合である 25%に戻す。 

③ 非自発的失業者の医療保険料の軽減             ４０億円 

・ 国民健康保険に加入する非自発的失業者の医療保険料（税）について、

失業後の一定期間、在職中の医療保険料水準と同程度となるよう軽減する。 

 

※ 以上のほか、以下の事項については、年末までの予算編成過程において検討

（事項要求） 

 ① 生活保護の母子加算の復活、児童扶養手当の父子家庭への支給 

 ② 保育所待機児童等の解消 

 ③ 診療報酬改定 

 ④ 高齢者医療制度の保険料の上昇を抑制する措置等 

 ⑤ 新型インフルエンザへの万全の対応 

 ⑥ がん対策の拡充 

 ⑦ 肝炎対策の拡充 

 ⑧ 障害者自立支援法廃止に関して利用者負担を軽減 

 ⑨ 緊急雇用対策 

 ⑩ 協会けんぽ国庫負担割合の引上げ 

 ⑪ 年金国庫負担の繰延べ等の返済 


